再々評価調書
１事業概要

	事業名
	都市計画道路大阪岸和田南海線（王子工区）

	担当部署
	都市整備部 交通道路室 道路整備課 街路建設グループ（連絡先　06－6944－9280）

	事業箇所
	和泉市太町、葛の葉町、王子町3丁目、王子町、鶴山台3丁目地内

	再評価理由
	再評価後5年が経過した時点で継続中。

	目的
	本路線は、和泉市域を南北に貫く幹線道路であり、大阪と和歌山を結ぶ主要幹線である主要地方道大阪和泉泉南線及び国道26号の慢性的な交通混雑を緩和するものとして、道路を新設整備する。

	内容
	道路築造

延長:0.6ｋｍ　
幅員:22.0ｍ
　・車道:4車線（3.25ｍ×4）
　・自転車歩行車道：両側（3.5ｍ×2）

	事業費

（　）内の数値は
前回評価時のもの
	全体事業費：約57億円（約57億円）   　　　　うち投資済事業費：約38億円

（内訳）調査費　約 3億円（約 3億円）　　　（内訳） 調査費　約 3億円

用地費　約42億円（約42億円）　　          用地費　約31億円

　　　　　工事費　約12億円（約12億円）　　　　　　　工事費　約 4億円

	
	【事業費の変更理由】

－
	【工事費の内訳】

道路築造工　約9億円（約9億円）

舗装工　　　約2億円（約2億円）
付属工　　　約1億円（約1億円）

	事業費の変動要因
	－

	維持管理費
	約3百万円/年（国土交通省費用便益分析マニュアルにより算定）

	上位計画
	大阪府都市基盤整備中期計画（改定版）（H17.3）

	関連事業
	－


２事業の必要性等に関する視点
	
	【計画時点H8】
	【再評価時点H17】
	【再々評価時点22】
	【変動要因の分析】

	事業目的に

関する諸状況
	【周辺道路の状況】
大阪和泉泉南線
・自動車交通量:

15,166台/24時間
国道26号
・自動車交通量:
71,653台/24時間
（H6交通センサス）
	【周辺道路の状況】
大阪和泉泉南線

・自動車交通量:
13,188台/24時間
国道26号

・自動車交通量:

75,109台/24時間（H11交通センサス）
	【周辺道路の状況】
大阪和泉泉南線

・自動車交通量:
11,947台/24時間
国道26号

・自動車交通量:

74,287台/24時間（H17交通センサス）
	－

	地元等の

協力体制等
	交通混雑していることから、早期整備が望まれている。
	交通混雑していることから、早期整備が望まれている。
	交通混雑していることから、早期整備が望まれている。
	－

	事業の投資効果

＜費用便益分析＞

または

＜代替指標＞
	費用便益の測定手法が確立されておらず、算出していない。
	B/C:2.83
B（便益）:173.7億円

C（費用）:61.4億円

国土交通省「費用便益分析マニュアル」（平成15年8月）により算出。
	B/C:1.20
B（便益）:78.8億円

C（費用）:65.8億円

国土交通省「費用便益分析マニュアル」（平成20年11月）により算出。
	平成20年11月の「費用便益分析マニュアル」改定に伴う費用便益分析方法の変更により便益が減少。


	事業効果の

定性的分析

（安心・安全、活力、快適性等の有効性）
	・歩車分離による歩行者・自転車の安全性の確保。
・物流の効率化の支

　援。
・地域間交流連携の

強化。
・十分な幅員が確保

された歩道による快適性の向上。
	・歩車分離による歩行者・自転車の安全性の確保。
・物流の効率化の支
　援。
・地域間交流連携の
強化。
・十分な幅員が確保
された歩道による快適性の向上。
	・歩車分離による歩行者・自転車の安全性の確保。
・物流の効率化の支

　援。
・地域間交流連携の

強化。
・十分な幅員が確保

された歩道による快適性の向上。
	－




	
	【計画時点H8】
	【再評価時点H17】
	【再々評価時点H22】
	【変動要因の分析】

	事業の進捗状況

＜経過＞

①事業採択年度

②事業着工年度

③完成予定年度
	①H8年度

②H8年度

③H14年度
	①H8年度
②H8年度

③H20年度
	①H8年度
②H8年度

③H24年度
	用地交渉が難航したため完成予定が遅延。

	＜進捗状況＞
	－
	・用地87％

・工事67％
	・用地93％

・工事76％
	－

	事業の必要性等に関する視点における判定（案）
	事業予定地に地籍混乱箇所があり、用地交渉が難航したため、完成予定が4年遅れとなる見込みだが、周辺道路は依然として混雑しており、必要性に変化はないことから継続する。


３事業の進捗の見込みの視点

	今後の見通し
	　地積混乱箇所の用地交渉に長期間を要しているが、平成23年度に収用案件登録を行うこととしたため、遅延要因が解消される見通しとなった。また、未買収地以外の部分については、工事も完了している。

	事業の進捗の見込みの視点における
判定（案）
	収用手続きにより残る用地を買収することとし、遅延要因が解消される見込みである。工事も未買収箇所を残すのみであり、今後の事業の支障となる要因は見込まれないことから継続する。




４コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

	コスト縮減や代替案立案等の可能性
	用地は93％取得済みであり、工事も76％進捗していることから、代替案立案の余地はない。

	コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点における
判定（案）
	現計画が最適であることから継続する。



５特記事項
	自然環境等への

影響とその対策
	周辺は市街地が形成されており、本事業において新たに自然環境に影響を与えることは無い。

	前回評価時の意見具申と府の対応
	－

	その他
	－


６対応方針（原案）

	対応方針（原案）
	○継続
＜判断の理由＞

事業予定地に地籍混乱箇所があり、用地交渉が難航したため、完成予定が4年遅れとなる見込みだが、収用手続きにより買収することとし、遅延要因が解消される見通しである。また、周辺道路は依然として混雑しており、必要性に変化はないことから継続する。
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